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要旨

　Service-Dominant logicの議論を契機として，価値創造における顧客の積極的な役割が認められるようになってきた。しか
しながら，顧客が置かれた状況次第では，顧客は資源を統合できず，価値創造に関われなくなるという可能性が考えられる。
そのような状況に対し，組織のようなアクターはどのように対応しているのかといったことについては，先行研究ではほとんど議
論されてこなかった。
　そこで本研究では，がん治療に伴う家族支援を対象に探索的事例研究を行うことで，顧客が価値創造プロセスにうまく参加
できない状況があることを示すとともに，そのような状況に対し，アクターはどのように対応しているのかについて，事例分析か
ら仮説的に提起することにする。
　事例分析の結果，(1) 顧客が資源を統合できない状況では，顧客は必ずしも価値創造に関わることができるわけではないこ
と，(2) そのような状況に対し，アクターは顧客自体ではなく顧客資源に働きかけることで，顧客資源を顕在化し顧客価値を創
出していたこと，の 2点を見出した。
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1. 序論

　Vargo and Lusch(2004)が提起し，多くのマーケティン
グ研究者に影響を与えることとなったService-Dominant 

logic（以下，S-D logicと表記）の議論を契機として，マー
ケティングや価値創造についての見方に大きな転換が起
こっている。従来の事業の土台となる考え方は，①企業や
産業が一方的に価値を創造できる，②価値は製品やサー
ビスの中にある，というものであった (Moeller et al. 2013; 

Prahalad and Ramaswamy 2004)
1

。企業はバリュー・チェー
ンのいずれかのポジションに位置し，上流からのインプッ
トに価値を付加し，下流に位置する別の企業にアウトプッ
トとしての生産物を渡し，最終的に顧客がそれを消費する
と考えられてきた (Norman and Ramirez 1993)。従来の価
値創造プロセスでは，生産と消費というように役割が明確
に分かれており，また顧客は受け身の存在と位置づけられ
ていた (McColl-Kennedy et al. 2012; Moeller et al. 2013; 

Prahalad and Ramaswamy 2004; Vargo and Lusch 2004)。
しかし，今日では，顧客は価値を創造するプロセスへの
関与を強めていることが認識されるようになってきている
(Bendapudi and Leone 2003; Payne et al. 2008; Prahalad 

and Ramaswamy 2004; Vargo and Lusch 2004)。そして，
顧客は価値創造プロセスにおいて企業とお互いのリソー
スを相互作用させることで価値を創りだすということが議
論されてきた (Arnould et al. 2006; Hibbert et al. 2012; 

McColl-Kennedy et al. 2012)。
　このように，価値創造における顧客の積極的な役割
が認められるようになってきた (Bendapudi and Leone 

2003)。しかしながら，顧客は常に資源を統合して価値創
造に関わることができるのだろうか。顧客が置かれた状況

次第では，顧客は資源を統合できず，価値創造に関われな
くなるという可能性が考えられる。そして，そのような状況
に対し，組織のようなアクターはどのように対応しているの
かといったことについては，先行研究ではほとんど議論さ
れてこなかった。結論を先取りすると，がん治療に伴う家
族支援という事例から，顧客が資源を統合できない状況
では，顧客は必ずしも価値創造に関わることができるわけ
ではないことが示される。さらに，そのような状況に対し，
アクターは顧客自体ではなく顧客資源に働きかけることで，
顧客資源を顕在化し顧客価値を創出するということを仮説
的に提起する。

2. 先行研究レビュー

　従来のマーケティング研究では，企業が生み出す製品
やサービスにあらかじめ価値が内在しており，消費者はそ
れを消費するのみということが想定されてきた。この一見
すると当たり前のように思える見方に対し，視点の転換を
迫ったのがS-D logicの議論である。図表 1は，本稿の議
論に関係するS-D logicの基本的前提を整理したものであ
る
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。
　基本的前提1に関して，ここで言うサービス概念は，有
形なモノ以外の何かという意味ではなく，リソースやナレッ
ジに相当するものとして用いられている。S-D logicの議論
では，リソースはオペランド・リソースとオペラント・リソー
スの 2つに分類される (Vargo and Lusch 2004, 2008)。オ
ペランド・リソースとは，効果を生み出すように活動するの
に用いられる資源であり，土地や建物，天然資源など，有
限なものである。他方，オペラント・リソースとは，資源を

1.	 石井 (2004)は，価値はあらかじめ物に内在しているという考
え方に疑問を呈し，価値は競争の過程で創発するという考え
方を提起している。1990年代当時において，世界的に見ても
先駆的な議論を展開していたと評価できる。これらの議論の
系譜については，栗木 (2003)を参照されたい。

2.	 S-D logicの理論的系譜や近年の研究動向については，南・
西岡(2014)が詳細に説明しているのでそちらを参照された
い。

基本的前提 修正版 解説
基本的前提1 サービスは交換の基本的原理である。オペラント・リソース（ナレッジやスキル），すなわちS-D logicで定義

される「サービス」は，あらゆる交換のための基礎である。サービスは
サービスと交換される。

基本的前提 6 顧客は常に価値の共同創造者である。価値創造は相互作用的であることを意味する。
基本的前提7
　　

企業は価値を創造することはできず，
価値の提案をするのみである。

企業は，価値創造のために適用されるリソースを提供する，および 
協働して（相互作用的に）価値をつくり，価値提案を受け入れてもらう
ことのみできるが，独立して価値を創造・伝達することはできない。

基本的前提 9
　　

すべての社会的，経済的アクターは 
リソースの統合者である。

価値創造のコンテクストは，複数のネットワークのネットワーク 
（リソースの統合）であることを意味する。

出所：Vargo and Lusch(2008)をもとに筆者作成

図表 1  S-D logicの基本的前提
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活性化するための資源であり，コアコンピタンスやナレッ
ジ，スキルのように，無限に存在する (南・西岡 2014)。企
業の側から見ると，顧客は企業の製品やサービスに働きか
けることで価値を創造することからオペラント・リソースで
あると言える。しかし，逆のことは顧客の側から見ても当て
はまると指摘されている(Arnould et al. 2006)。顧客もオペ
ランド・リソースとオペラント・リソースを持っているので
ある。
　顧客のオペランド・リソースは，経済的資源（収入や相続
財産，預金），財産，原材料，といった有形のリソースであ
る。他方，顧客のオペラント・リソースは，①物理的オペラ
ント・リソース（たとえば，肉体的，精神的特性），②社会
的オペラント・リソース（たとえば，家族，民族集団，ブラ
ンド・コミュニティ，といった他者との関係性のネットワー
ク），③文化的オペラント・リソース（たとえば，住居や味覚，
消費，ファッション，といった文化に関連するスキーマ），の
3つに分類されている (Arnould et al. 2006)。これらの議
論から，Arnould et al.(2006)は，顧客は価値創造プロセ
スにおいて企業とお互いのリソースを相互作用させること
で価値を生み出すという枠組みを提示している。つまり，
顧客は，自らの資源と組織や他のネットワーク・アクターの
資源とを統合することで価値を創りだすのである (Hibbert 

et al. 2012; McColl-Kennedy et al. 2012)。
　以上の議論は，図表1の他の基本的前提とも関係してい
る。つまり，顧客は，リソースを統合することで（基本的前
提 9），価値の共同創造者としての役割を担い（基本的前提
6），価値創造プロセスに積極的に関与する存在である，と
理解することができる。
　以上で見てきたように，S-D logicの議論は，価値創造
プロセスにおける顧客の積極的な役割を認めているという
点で，従来の企業中心的な見方とは異なるものと理解でき
る。近年では，S-D logicの議論をベースに，価値創造プロ
セスにおける顧客の役割や関与についていくつか研究が
行われてきている
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。
　たとえば，McColl-Kennedy et al.(2012)は，価値共創に
おける顧客の役割，およびクオリティ・オブ・ライフ(QOL)

といった顧客における重要な結果に対する顧客の役割の
影響についての実証研究がほとんどないことを指摘して
いる。そこでMcColl-Kennedy et al.(2012)は，顧客価値

共創実践スタイル (CVCPS)とQOLとの関係について，継
続的ながん治療を対象とした分析を行なっている。また，
Jaakkola and Alexander(2014)は，どのように顧客の関与
が価値創造プロセスに寄与するのか，複数のアクターが
存在するネットワークの状況において価値共創における
顧客の関与はどのように影響するのか，についての理解
が不十分であることを指摘している。そこで Jaakkola and 

Alexander(2014)は，複数のアクターが存在するネットワー
クの状況での顧客の関与行動について，スコットランドに
おける駅の誘致を事例とした分析を行なっている
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。
　ここまで，顧客の価値創造プロセスにおける役割や関
与に関する理論について議論してきた一方，顧客が置かれ
た状況次第では，顧客は資源を統合できず，価値創造に
関われなくなるという可能性については，先行研究ではほ
とんど考慮されてこなかった。また，そのような状況に対
し，組織のようなアクターはどのように対応しているのかと
いったことについては，先行研究でほとんど議論されてこ
なかった。
　そこで本稿では，以上の問題について探索的事例研究
を行うことで，顧客が価値創造プロセスにうまく参加でき
ない状況があることを示す。また，そのような状況に対し，
アクターはどのように対応しているのかについて，事例分
析から仮説的に提起することにする。

3. 研究方法

　本研究は，以下で詳述するように，ヘルスケア産業を対
象とした探索的事例研究を採用している。探索的事例研
究を行う理由は，本研究は新たな理論的方向性を提起す
ることを志向しているため，先行研究は必ずしも十分に蓄
積されていないためである (Eisenhardt 1989; 栗木 2012; 

田村 2006; Yin 1994)。
　ヘルスケア産業を研究対象とした理由は，以下の 2点で
ある。第1に，ヘルスケア産業は，研究課題を明らかにす
るのに適した状況がよく現れる産業であると思われたから
である。第2に，近年日本だけでなく，世界的にもヘルスケ
ア産業への理論的・実務的関心が高まってきており，ヘル
スケア産業を対象としたマーケティング研究が増加してき
ているからである (たとえば，Berry and Bendapudi 2007; 

川上・木村 2013; McColl-Kennedy et al. 2012; Ostrom et 

al. 2010; Zainuddin et al. 2013)。

3.	 Payne et al.(2008)は，組織が価値共創プロセスをマネジメ
ントするためのフレームワークが欠けていることを指摘し，顧
客の価値創造プロセス，サプライヤーの価値創造プロセス，
エンカウンタープロセス，の3つの要素からなるプロセスベー
スの価値共創フレームワークを提起している。

4.	    Jaakkola and Alexander(2014)は，経済的取引を伴わな
い顧客の関与行動を対象にしている。
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　本研究では，Z病院におけるがん患者とその家族に対す
る支援の事例を研究対象とした。上述の事例を選定した
経緯は，以下の通りである。
　筆者は修士論文執筆以来，Z病院副院長であるX氏と
交流を続けており，2014年 8月26日に研究のアドバイスを
受けるためにZ病院を訪ねた。その際，筆者は，X氏から
「家族の掘り起こし」というのが1つの研究テーマになるの
ではないかと提案を受けた。また，そのテーマに関して実
際に患者支援に携わったZ病院の職員であるY氏を紹介
してもらった。筆者は，Y氏から「がん治療に伴う家族支
援」というテーマについて説明を受けるとともに，疑問に
感じた点についてその場で適宜質問を行なった。Y氏との
やりとりは，会話に近いようなオープンな形式で行われた。
とはいえ，筆者は，Y氏から説明を受けた時点では経営学
研究に適用可能だと考えていた訳ではない。S-D logicの
議論や資源の統合についての理論をレビューする中で，今
回取り上げる事例を用いることで新たな研究の可能性を提
示できるのではないかと着想するに至った。すなわち，本
研究では，先行研究レビューから研究課題を導出し実証
研究を行うという演繹的なアプローチではなく，事例分析
を行った後で先行研究に位置づけるという帰納的なアプ
ローチをとっている。
　Y氏へのインタビューは約1時間に渡って行われ，対象
者の許可を得て ICレコーダーで録音した。録音した内容
は文字に起こした上でデータとして利用した。また，Y氏
によるプレゼンテーションの資料は後日電子メールにて提

供を受けた。その他追加的な質問については，適宜電子
メールにて確認を行なった。次節の事例を構成するにあた
り，インタビューデータおよびY氏によるプレゼンテーショ
ンの資料を主に利用している。それらのデータを相互に照
らし合わせつつ，電子メールで確認した内容を適宜利用し
て事例を記述した。
　原稿が一通り完成した段階で，X氏およびY氏に原稿
の確認を依頼した。修正が必要な箇所については，指摘
を踏まえて修正を行った。その上で再度両氏に確認を依頼
した。そこから，再度修正が必要な箇所を指摘してもらい，
修正を行った。このように，両氏からのフィードバックは合
計 2回行われた。このような手続きはケース・スタディの
大家であるYin(1994)も推奨しており，両氏からのフィード
バックを反映することで事例の正確性を高めることができ
た。

4. 事例分析

　以下で事例を詳述するにあたり，図表 2を念頭に話を進
めていくことにしよう

5

。50代男性であるA氏は，両親の介
護をしながら3人で暮らしてきた。A氏は，半年前から固
形物が飲み込みにくいと感じるようになったことから，Z病
院を受診した。CTやMRIなどによる検査の結果，腫瘍が
あることが判明した。Y氏は主治医から次のように伝えら
れた。「がんの可能性があるため入院が必要だが，要介護
状態の両親がいるため入院できないとA氏は言っている。

5.	 Z病院からの要請により，患者の個人情報保護の観点から，年月日は記載していない。また，家族構成など一部記述に変更を加えてい
る。とはいえ，これらの変更により，事例の内容がまったく変わってしまうという訳ではない。

図表 2  A 氏の家族構成

出所：Y氏によるプレゼンテーション資料をもとに筆者作成
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早期の入院が必要であるため，早めに支援を開始してほし
い」。Y氏は主治医からの支援要請を受け，その日のうちに
A氏と面談を行なった。面談の場で，Y氏はA氏から，入
院することにより両親の介護ができなくなること，姉がい
るが交流はほとんどない，といった内容の相談を受けた。
Y氏は，①次回受診日までに両親および姉と相談してき
てもらいたいということ，②両親ともに介護保険が未申請
だったため，申請に行ってほしいと伝えた。
　Y氏は，管轄市役所および地域の相談所に連絡し，地
域の福祉施設の空き状況について確認した。確認したとこ
ろ，田舎であることから周辺に入所施設は少なく，すぐに
入所可能な施設は見当たらなかった。また，範囲を広げて
も入所するのに高額の資金が必要な施設が多かった

6

。年
金で生活しているA氏家族にとって，そのような施設への
入所は困難だった。そこで，比較的低額で入所可能な福祉
施設を検討した。しかし，そのような施設は非常に人気が
あり，数十から数百人の待機者がいる状態で，中には数ヶ
月から数年空きがないという施設もあったという。Y氏はこ
のような状況を踏まえ，デイサービスなどの介護サービスを
利用しつつ姉の協力を仰ぐことで，自宅での生活が可能に
なるのではないかと考えた。
　そこでY氏は，数日後にA氏と2回目の面談を行った。
その際，Y氏は，A氏から両親を預かってくれる施設を探
してほしいという相談を受けたという。理由としては，姉は
入院中だけでも両親の介護はできないと言っていること，
両親もA氏の入院に一緒についていきたいと言っているこ
とであった。A氏からの相談を受けて，Y氏は，①病院や
施設は探しているが，すぐには入所が困難であること，②
介護保険サービスを利用すれば，自宅で生活できるかもし
れないので，その場合は姉の協力が必要となること，③姉
と一緒に地域の相談所に行き，介護保険の申請に行って
ほしい，ことを伝えた。その後，Y氏は，両親のかかりつ
け病院および他の通院歴がある病院へ入院相談を行なっ
たが，入院不可能という返事を受けた。そのため，Y氏は，
福祉施設へ打診しつつ，改めて市役所や地域の相談所に
早期対応可能な施設を探してもらいたいと伝えた。
　ここで問題となっているのは，A氏が入院した際，誰が
両親の介護をするのかということである。在宅の場合，姉
の家あるいは自宅での介護という選択肢があるが，どちら
にしても姉の協力は不可欠となる。在宅での生活が難しい

場合，A氏家族の収入では施設への入所は難しいため，医
療機関に入院するという選択肢しか残されていなかった。
　2回目の面談の翌日に，A氏，主治医，Y氏を交えて面
談が行われた。主治医は，病状説明と入院日の提案，入院
までに両親の介護保険の申請を行うようA氏に伝えた。そ
の後，Y氏は，姉に直接状況を説明し，介護保険の申請を
含め，両親とともに地域の相談所に相談に行ってもらった。
　その翌日に，Y氏は，姉と電話で面談を行なった。Y氏
は，姉から，①地域の相談所に相談に行ったがすぐに入
所可能な施設はなかったこと，②夜間に両親宅に泊まり
に行ったりしてあげたいが，夫と両親の折り合いが悪く難
しいこと，③金銭的な負担もしたいが経済的に難しいこ
と，などの相談を受けた。この電話面談から見えてきたこ
とは，A氏の説明とは異なり，姉は両親を支援したいとい
う気持ちをもっていたことである。上述のA氏の相談内容
からは，姉は両親の世話をするつもりはないように捉えら
れる。しかし，実際には，姉の夫と両親との間で確執があ
り，また夫に対する気後れから積極的になれずにいたが，
両親の介護を拒否していた訳ではなかったのである。Y氏
は，姉に夫と相談してみるように打診した。というのも，両
親の介護に加え，A氏の手術後には身の回りの世話をする
必要が生じ，姉の一存だけでは決められないことだからで
ある。
　その後，A氏は入院することが決まり，Y氏は姉と面談
を行なった。面談において，Y氏は姉から，夫には相談で
きなかったこと，週に数回なら泊まりにいけるかもしれない
が，引き続き施設を探してほしいこと，などの相談を受け
た。
　姉からの相談を受けてY氏は，地域の相談所にケア
マネジャーの選定と施設入所支援を依頼した。ケアマネ
ジャーが決まり次第，サービスを調整し，自宅退院を目指
すこととなった。Y氏は，1週間のうちに数十箇所の医療機
関や福祉施設に連絡したところ，奇跡的に入所可能な福
祉施設を見つけることができた。すぐに姉に福祉施設へ入
所相談に行ってもらい，3日後には「A氏が自宅退院するま
で」という条件で両親を受け入れてもらえることとなった

7

。
最終的に，A氏は手術を受け，しばらくしてから他の亜急
性期病院へ転院し，リハビリと療養に努め自宅へと帰って
いった

8

。

6.	 施設により違いはあるが，この地域における福祉施設の平
均的な月額料金は20万円程度である。国民年金のみで生活
している人がそのような施設に入所することは難しいという
（2014年 8月26日，Y氏へのインタビュー）。

7.	 両親は，A氏が退院するまでの間，この福祉施設に入所して

いたという（2014年9月26日，Y氏からの電子メールによる回
答）。

8.	 Z病院への入院期間を含め，結局A氏は約5ヶ月間入院生活
を送ることになった（2014年9月26日，Y氏からの電子メール
による回答）。
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　Y氏は，今回のケースについて，次のようにまとめてい
る。

　Y氏：がんなどの重篤な疾患患者の家族は，大き
な影響を受けます。そのため，家族全体の動きを把
握しキーパーソンとなる家族にも焦点をあてることが
必須となります。また、公的な社会資源が少ないの
で，個人的な社会資源，たとえば家族や友人，地域
のボランティアなどを活用することが必要不可欠に
なります。そういった個人の持つ「強み」を引き出し
て活用していくことが大切だと思います。
　（中略）X先生が言われているのは，時代とともに
核家族化も進み，地域も希薄になってきているので，
「家族の掘り起こし」が今後益々必要になってくると
いうこと。（中略）家族から時 「々関わりたくない」と
言われることもあります。だけど，何度も話をさせて
もらっていると，次第に協力してくださるようになる
家族もいらっしゃいます。「協力したいと思っている
気持ち」や「関係を維持・改善していこうとする能力」
など，そのような「個人の持つ強み」を見つけ出し，
それを強化するための支援を行うことが問題解決の
糸口になると思います。今後の課題は，どのように介
入していくか，つまり，どのように家族を掘り起こし
ていけるかが，「カギ」ですね

9

。

5. 考察

　前節の事例分析から，(1) 顧客が資源を統合できない状
況では，顧客は必ずしも価値創造に関わることができるわ
けではないこと，(2) そのような状況に対し，アクターは顧
客自体ではなく顧客資源に働きかけることで，顧客資源を
顕在化し顧客価値を創出していたこと，の 2点が確認され
た。順に見ていくことにしよう。
　(1)について，顧客であるA氏は早期に手術を受ける必
要があったが，両親の介護をする人がいなくなることから，
治療に対して積極的に関わることができない状況にあっ
た。両親の介護という問題を解決する手段として，各種福
祉施設を利用することが考えられた。しかし，これらの施
設を利用するには高額の入所金が必要であり，A氏自身は
無職で，両親は年金生活のため，A氏は十分なオペランド・
リソース（本研究の事例では，収入）(Arnould et al. 2006)

を持ちあわせていなかったことがわかる。また，比較的低

額で入所できる施設は入所待ちの人が多数存在していた
ことから，そのような施設への入所も困難であった。さら
に，一般的に，家族は顧客の社会的オペラント・リソース
（本研究の事例では，姉）(Arnould et al. 2006)であると理
解できるが，A氏の家族の場合，姉との関係は疎遠であっ
た。このことは，一度 A氏から両親の介護について姉に
相談を持ちかけた際に断られたという経緯からも確認でき
る。つまり，Y氏が姉に働きかけるまでは，姉はA氏の資
源足りえず，A氏は家族という社会的オペラント・リソース
を統合することができなかったのである。まとめると，A

氏は顧客資源を十分に統合できない状況だったため，価
値創造に十分に関与することが困難であったと理解でき
る。
　(2)について，上述の状況に対し，アクターであるY氏は，
両親の介護の問題，A氏の手術後に誰かが身の回りの世
話をする必要があることを把握しており，これらの問題を
切り抜けるには姉の協力が必要不可欠となることを認識し
ていた。そのため，まずはA氏から直接姉に依頼してもら
い姉の反応を伺った。その際，芳しい反応が得られなかっ
たことから，Y氏は直接姉に状況を説明し，協力を得られ
るよう働きかけていた。Y氏は，事前にA氏から伺ってい
た説明とは異なり，姉と直接やりとりする中で，姉は必ずし
も協力する気持ちがなかった訳ではないことに気づいた。
それに気づいてからは，姉と数回の面談を行い，姉の要
望を理解しながら対応することで姉の協力を引き出してい
た。Y氏は，姉の協力を得ることで，両親の介護，そして
A氏の手術後の身の回りの世話を誰がするのか，という2

つの難しい問題を切り抜けることができたのである。換言
すると，顧客が自らの資源を十分に統合できない状況に対
し，アクターは顧客自体ではなく，顧客資源に働きかける
ことで，顧客資源を顕在化し顧客価値を創出していたと解
釈できる。

6. 結論

　本研究の目的は，探索的事例研究を行うことで，顧客が
価値創造プロセスにうまく参加できない状況があることを
示すとともに，そのような状況に対し，アクターはどのよう
に対応しているのかについて，事例分析から仮説的に提起
することにすることであった。
　本研究の理論的貢献は，(1) 顧客が資源を統合できな
い状況では，顧客は必ずしも価値創造に関わることができ
るわけではないこと，(2) そのような状況に対し，アクター

9.	 2014年 8月26日，Y氏へのインタビュー。
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は顧客自体ではなく顧客資源に働きかけることで，顧客資
源を顕在化し顧客価値を創出していたこと，を見出したこ
とである。
　先行研究では，顧客が価値創造プロセスに積極的に
関わるようになってきていることが指摘され，顧客は価値
の共同創造者であると認識されてきた (Bendapudi and 

Leone 2003; Payne et al. 2008; Prahalad and Ramaswamy 

2004; Vargo and Lusch 2004, 2008)。また，企業と顧客
は，それぞれの資源を相互作用させながら価値を創造する
ということが主張されてきた (Arnould et al. 2006; Hibbert 

et al. 2012; McColl-Kennedy et al. 2012)。近年では，S-D 

logicの基本的前提を踏まえつつ，価値共創プロセスにお
ける顧客の役割や関与の仕方について研究が行われてき
た (Jaakkola and Alexander 2014; McColl-Kennedy et al. 

2012)。しかし，これらの先行研究は，顧客は価値創造に
関われることを前提に議論が進められてきた。それに対
し，本研究は，顧客が資源を統合できない状況では，顧客
は必ずしも価値創造に関わることができるわけではないこ
とを示している。
　また，上述したように，先行研究では，顧客は企業との
間で資源を統合することで価値を引き出すことが議論され
てきた (Arnould et al. 2006; Hibbert et al. 2012; McColl-

Kennedy et al. 2012)。つまり，先行研究では，顧客―企業
というアクター間で資源の統合が行われることが想定され
ていたのである。それに対し，本研究では，顧客が資源を
統合できない状況に対し，アクターは顧客自体ではなく顧
客資源に働きかけることで，顧客資源を顕在化し顧客価値
を創出することを見出した。このような，顧客自体ではなく
顧客資源に働きかけるという視点は，先行研究とは異なる
新しい切り口であると言える。顧客自体ではなく顧客資源
に働きかけることで，顧客資源を顕在化し顧客価値を創出
するというマネジメントの可能性を提起したことは，本研究
の理論的貢献点であると主張できる。
　実践的インプリケーションとしては，組織は顧客だけで
なく，顧客の資源にも目を向ける必要があるということが
指摘できる。今後の日本全体の傾向として，少子高齢化が
加速し，特に高齢者は在宅で過ごすか，あるいは福祉施
設で過ごすかという問題に迫られることになる。この時，
本稿で見たように，施設の数に限りがあり，また所得の問
題から施設などの公的資源が利用できない人が増加する
と考えられる。公的資源が利用できない場合，介護が必要
な高齢者にとって，家族を始めとする顧客資源を活用する
ことが現実的であると考えられる。本稿の事例は，今後頻
繁に起こりうる社会問題に対する現実的な対応策の1つと
考えられ，この点からも示唆に富む事例と言えるだろう。
　本研究の抱える1つの大きな限界として，単一事例を選

択したことがあげられる。本研究は，ごく限られた事例を
分析するなかで発見事項を見出しているため，今回発見さ
れた事実がただちに他の病院や産業において当てはまる
と主張することは到底できないだろう。とはいえ，今回取
り上げた現象と類似している事例を一度に複数集めること
は，時間的な制約やリサーチサイトへのアクセスの困難性
から非常に困難であった。これらの理由から，本研究では
単一事例による探索的な事例研究と位置づけざるをえな
かった。今後の研究において，他の病院でも同様の事例
が確認できるかどうか，また医療業界という枠を越えて他
の業界でも同様の状況が見出だせるかどうか検討していく
必要があるように思われる。
　以上のような少なくない限界を抱えつつも，がん治療に
伴う家族支援というユニークな事例の調査から，顧客自体
ではなく顧客資源に働きかけることで，顧客資源を顕在化
し顧客価値を創出するという新しいマネジメントの可能性
を提起したという点で，意義のある研究であると言える。
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